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　マーチ＝サイモンによれば，組織の理論は，人間行動の理論であり，組織
における人間行動を説明するために，人間のどのような特性を考察に入れる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）かという仮説のちがいによって，組織論を次の三つに分類している。
　（1）組織の構成員，とくに従業員は，本来受動的な用具であり，仕事を遂行し，命令を
　　受け入れる能力をもつが，行動をおこしたり，重要な影響力を行使する能力をもたな
　　いという仮説に立つ組織論。
（2）組織にたいして，各構成員は自分の態度，価値や目的をもっているとみなし，組織
　　行動のシステムに彼らが参加するためには，動機づけないし誘因が必要であるとし，
　　また個人の目的と組織の目的との間に矛盾があるために，態度やモラールの問題が組
　　織行動の説明に中心的な重要性をもってくることを前提とした組織論。
　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ⑧　組織人は，意志決定者ないしは問題解決者であり，認識や思索のプロセスが，組織
　　の行動の説明に中心的な役割をもつことを前提とする組織論。
（1）　J．　G．　March　＆　H．　A．Simon，　Organisations，　1958，　p．6．
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　人間の用具的側面をとりあげる第一の分類の組織論に属するのはいわゆる
伝統的組織論であり，主として生産に含まれる基本的な肉体的活動を取り扱．
うかあるいは部門編成や調整の組織的な問題を取り扱う。人間の動機的な，
態度的な側面を前提とした第二の分類の組織論は，入間関係論にみられる。
人聞の合理的な，認識的（cognitive）側面を前提とする第三分類の組織論と
しては，バーナード＝サイモンの組織論があげられる。
　バーナード＝サイモン理論に共通する一つの特長として，それが行動科学
の立場に立つことがあげられる。組織論の認識対象として，組織を一つの社、
会学的な単位とみなすことによって，組織における人間行動を研究しようと
する。人間関係論も行動科学の立場に立つが，組織における人間行動の非合
理性の側面に研究の中心をおく。これに対して，バーナード＝サイモン理論
は，組織における人間行動の合理性の側面に研究の中心をおく点において，
根本的な相異がある。さらに，組織の中で，人間の意志決定はいかに行なわ
れるか，またその意志決定にたいして，どのような組織的要因が影響を及ぼ
すかという，組織における意志決定の過程にたいする考察が，バーナード＝
サイモン理論の中心的な課題となっている。意志決定組織論（組織決定論）
といわれるゆえんである。バーナードによれば，組織の諸現象の基底に横た
わる「調整と意志決定の過程」　（the　process　of　coordination　and　decision＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）が，組織の社会現象の本質をなすものと考えられるのである。またサイモン
は次のごとくのべている。　「すべての実践的活動は『決定』　（deciding）と
『執行』　（doing）の両者を含むけれども，管理の理論は，行為の過程（the
process　of　action）とともに決定の過程（the　process　of　decision）をも含む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）べきであることが，一般には認識されてこなかった。」
　組織における意志決定過程に中心をおくこのような意志決定論的組織論
（2）　C・LBarnard，　The　Functions　of　the　Executive，1956，　Preface　p．　D（。　〔田；
　杉競監訳r経営者の役割』昭和31年〕
（3）　H．A．　Simon，　Administrative　Behavior，195フ，P．1，
　　　　　　　　　　　　　　一28一
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が必要なことはいうまでもない。しかしまた同時に，組織の行為（action）
の側面を取り扱うところの「組織行動論」的組織論もまた必要とせられる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くののではあるまいか。Thompsonの「組織行動論」はこの方向における一つの
研究として注目される。そこで，本稿はかれの組織論を考察してみたいと思
う。
第1章　Thompsonの組織行動論の基礎
　　　　第1節　Thompsonにおける組織研究の戦略
　いかなる有益な理論も，すべてのものはユニークであるという仮定に依存
することはできない。科学的努力の初期は，逆の仮定によって，また普遍的要
素の探求によって特徴づけられることはさけられない。このととは，最近ま
で組織の基本的要素の発見にとらわれてきたすべての組織論に妥当した。た
しかに普遍的要素の発見は必要ではあるけれども，しかしそれは静態的な理
解を提供するにすぎない。本来的に動的な現象である組織行動を理解するた
めには，われわれは普遍的要素の若干が変化しうると考えなければならな
　（1）
い。
　変化のパターン（patterns　in　variation）あるいは類型的相異（patterned
variations）を求めることが電要である。　Thompsonは諸組織の間には相異
　　　　　　　（2）があると仮定する。その場合，Thompsonは技術と環境を変数とみなし，組
織に対する不確実性（uncertainty）の基本的源泉であると考えるのであり，
「披術と環境によって提起される問題の類型的相異（patterned　variations　in
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨ　problems）は組織行動の体系的相異をもたらす」というのが，　Thompso11の
組織行動論の基本的思考である。
（4）　S．D．　Thompson，　Organizatiohs　in　Action，　1967．
（　1　）　J．　D．　Thompson，　ibid．，　p．　vii．
（2）　ibid．，　p．　viiii
〈3）　ibid．，　p．2．
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　しかし，現象の中にこのようなパターンを発見する能力は，使用する概念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの的枠組（conceptual　scheme）の適切さに依存する。本来，組織はmultidis－
ciplinaryな現象であり，　したがってそのアブP一一チもinterdisciplinary　ap－
proachでなければならない。ところが，これまでは個々のdisciplineの範囲
に閉じこもって，それぞれの．disciplineの観点から組織にアプローチされて
きた。Thompsonの組織行動論は，複雑な組織を理解するための現存する
バラバラなアプローチを重要な点において結びつけるような枠組（frame
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）work）の発見をその中心的な目的としている。　Thompsonはこのようなin・
terdisciplinary　apprQachをopen－system　apprQachに求める。
　　　　　　　　　くの　A．W．　Gouldnerは，二つの基本的モデルが組織論の大部分の文献の基礎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノになっていることを認識し，これらを組織の「合理的」モデル，　「自然的」
モデルと名づけた。、しかしThompsonは，この区別は適切でないとして，
closed－system　strategyとopen・system　strategyという二つのアブ。ローチを
　　　　くアラ区別する。けだし，組織は単にrational　modelあるいはnatural　modelの
いずれか一方だけではないからである。現実の組織は合理的モデルと自然的
モデルの性質をもつのであり，Thompsonによれば，管理という重要な現象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くお　はまさにこの二重性の矛盾から生ずると考えられるのである。rational　model
はclosed・system　strategyから生じ，　natural　mode1はopensysten：1　stra－
tegyから生ずる。　open－system　strategyはnatural　approachを含む広い
apProachをあらわす概念である。またThompsonにおいては，組織はシ
ステムとして，すなわち相互作用の関係にある諸部分全体としてとらえられ
る。
（4）　ibid．．　p．2．
（s）　ibid．，　p．　viii
（6）　Gouldner，　Alvin，　W　：　“Organisational　Analysis”，　in　Robert　K．　Morton，
　Leonard　Broom，　and　Leonard　S．　Cottell，　Jr．，　Sociology　Today，　New　York．
　19B9．
（　7　）　J．　D．　Thompson，　ibid．，　p．　4．
（8）　ibid．．　p．144．
　　　　　　　　　　　　　　一30一
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　closed－system　とは，システムと環境との相互作用をみとめず，環境から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）孤立された独立の単位としてのシステムをあらわす。システムの将来の状態
あるいは業績に対して貴任をもつ場合には，closed－systemが選択されるで
あろう。closed・system　strategyは目標達成と積極的に結びつく変数のみを
とり入れて，それら藷一元的なcontrol　networkのもとにおくことによって
　　　　　　　　　　　　　（10）確実性（certainty）を追求する。　rational－model　approachがこの戦略をとる
ことは明らかである。組織の合理的モデルは，すべてのものが機能的でありs一
全体的な結果に対して積極的な最適な貢献をすることに帰着する。組織に関
する文献の多くは能率あるいは業績の改善の追求の副産物として生まれたた
めに，それらが組織1こついての合理的モデルを採用し，planningあるいは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1ユ）controllingの概念に集中するのも偶然ではない。その代表的なものとして，
ThompsonはScientific　Management（Taylor　，191D，Administrative
Management（Gulick　and　Urwick，1937），Bureaucracy（Weber，1947）を
あげている。
　システムの封鎖性を仮定する代りに，システムはある時点でわれわれが理
解しうるよりも多くの変数を含むか，あるいは若干の変数はわれわれが予測
ないしコントロールしえない影響を受けると仮定すれば，われわれは封鎖的
システムの論理とは別の論理にたよらねばならない。natural－system　model
は，システムはEl然（nature）によって決定され，おどろきやあるいは不確
実性が入りこんでくるのはわれわれの理解の不完全さによる，と仮定する。こ
のアプローチにしたがえば，複雑な組織は全体を構成する一組の相互依存的
な諸部分の全体である。その各部分は全体に対して何かを貢献し，また全体か
ら何かをうけとる。この全体はさらにある大きな環境と相互依存の関係にあ
る。システムの存続（survival）が目標と考えられ，部分やその相互蘭係は
（9）　サイモンは「isolated　system」という用語を用いている　（Herbert　A．　Simon．，
　Administrative　Behavior，　1957，　p・　70・）　e
（lo）　ibid．，　p．13．
（n）　ibid．　p．6．
　　　　　　　　　　　　　　一31一
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進化的過程（evolutionary　processes）を通じて決定される。機能障害が生じ
てもt．それは臼生的過程（spontaneous　processes）を通じて自働的に調整さ
　く　　
れる。
　非公式的組織の研究（人間関係論）は，このnatural・system　approach
に立っている。ここでは，合理的モデルには含まれない変数一たとえば感
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あ情，クリーク，非公式的規範による社会的統制，地位や位地追求など一に
注弓がむけられる。非公式組織の研囲者はこれらの変数を無秩序な背離ある
いは誤謬とみないで，問題的情況における人間の類型的な適応的反応とみ
る。人間関係論のほかにさらに，ThompsonはChester　Barnard，　Selznick，
Clarkなどめ研究もnatural－system　approachに加えている。かれらは組織
を環境と相互作用関係にある一つの単位とみるのであり，この学派の研究は
組織が自律的な実体でないという結論にみちびく。管理者によって設定され
た最良の計画も意図しなかった結果をもたらし，また他の社会的単位によっ
て制約される。
　以上，組織研究における二つのアブu一チをみてきた。ratiORai－model　ap－
proachは目標達成と積極的に結びつく変数のみをとり入れ，それらを一元
的な統制網のもとにおくことによって確実性を追求する。naturaL　model
apprQachは組織によって完全にコントロールされないあるいは封鎖的シス
テムの論理には含まれない変数に焦点をおき，目途達成から組織存続に重点
をおきかえ，組織と環境の相互依存関係を不可避心あるいは必然的とみなす
ことによって不確実性（uncertainty）をとり入れる。一方は安定性（deter－
minateness）を達成するために不確実性（uncertainty）をさけるのに対して
他方は不確実性（uncertainty）と不安定性（indeterminateness）を仮定す
る。したがって，二つのアプローチのそれぞれと結びついた論理は両立しが
たいように見える。
　しかしながら，Thompsonは両者の関係を二者択一の関係とは見ないで，
（12）　ibid．，　pp．6－7．
一32一
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相互補完の関係とみる。かれによれば，各々のアプローチは半面の真理にみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユのちびくが，しかし単独では複雑な組織についての適切な理解を提供しない。
　複雑な組織の中には，合理的モデルに関連する現象だけでなく，natural－
modelに関連する現象も存在する。　Gouldnerは二つのモデルの統合を提唱
したが，しかしその合成的モデル（synthetic　mode1）は提供しなかった。
　Thompsonはこの合成的モデルを，サイモン＝マーチ＝サイアートの新し
い組織理論の中に見い出す。そこでは，問題直面的（problem－facing）なら
びに問題解決的（problem－solving）現象としての組織が取り扱われる。・不
確実な環境における行動選択に関連する組織過程に重点がおかれる。この見
解では，組織が情報を蒐集処理する能力あるいは代替策の結果を予言する能
力は限窺されている。そのように非常に複雑な情況をとり扱うためには，組
織は決定過程と同様に探索過程や学習過程を発展しなければならない。その
複雑さをまともに受ければ，組織は圧倒されるであろう。したがって，組織
は情況の定義を限定せねばならない。すなわち，組織は「限られた合理性」
（bounded　rationality）　aこおいて決定しなければな．らない。このことは，最
大能率規準を満足的達成の規準でおきかえることを意味し，また意志決定は
：最大化よりもむしろ満足化を意味する。
　サイモン；マーチ＝サイアート理論における仮定は，open－system　strategy
と両立する。それは組織の中で進行するプロセスがその組織の複雑な環境に
よって著しい影響を受けると主張するからである。しかしまたこの理論は，
業績と慎重な決定というclosed－system　strategyにおける重要な問題にも触
　（14）れる。不確実性の組織解決に焦点をおくこの新しい理論は，たしかに一つの
重要な前進といえる。しかしながら，Thompsonは，　「不確実性に対処する
ためのプロセスにわれわれの注目をむける点において，サイモン＝マーチ＝
サイアートは従来のアプローチによって集められた有益な知識を看過せしめ
（13）　ibd．　p．8．
（14）　ibid．，　p．9．
一33一
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るかもしれな。（」5）として，サ任。＝：マーチ＿サィアート齢を拡大しよう
　　｛16）とする。すなわち，もし合班的モデルの現象が全く観察されうるならば，わ
れわれはこのモデルの若千の要素をとり入れたいと思うかもしれない。また
もしnatural－systemの現象が起るならば，われわれは関運する諸理論から
の恩恵をうくべきである。この目的のために，ThomPSOnは複雑な組織を
open・systemとして考える。すなわち，組織を不安定でかつ不確実性に直面
するだけでなく，同時にまた合理性の規範にしたがう，　したがって蛍定性と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）確実性を要求するものとして考えるのである。
　　　非合」里自b側面・一一一一一一一一一一制虐的
　　　　　　　　　　　　　　〆Vル
令理非働粧管堕ル繍 丁hompsonの扱う領域
　　　合理的側面…・一　　技術的レ’ツレ
　　　　　　　　　　　コ　　　　ロ　　　　　　　　ロ　　　　　　　　ロ　　　　　　　　ロ　　　　コ　　　　　　　　　　　　の　　　リ　　　　　　　　ロ　　　　　　　　ロ　　　コ　　　の　　　　　　　　コ　　　ロ　　　　ロ
　サイモンによれば，　「管理の理論の中心的な関心は，人間の社会的行動の
・　．，…　　　．・　・　…　　　　。　・　…　　　　。　・　…　　　　（18）
合理的側面と非合理的側面の間の境界にある」という。しかしそれでは狭す．
ぎるから，それを擁大して合理的側面も非合理的側面もその境界も含めて考
えようとするのが，Thompsonのopen・system　approachである。ただそ
の場合，Thompson　は「open－system　strategy　ならびにclosed－system．
strategyに関連する現象は，組織の中に無秩序に分布しているのでなく，場
　　　　　　　　　　　　　　の門別に特殊化される傾向がある」と考える。この考え方を導入するために，
Thompsonは，組織は責任と統制の三つの朋白なレベルーtechnical　leve1，
managerial　level，　institutional　level　一を示すというパーソンズの見解を援
Qs）　ibid．，　p．　lo．
（16）　ibid．，　p．9．
（u）　ibib．，　p．　lo．
（18）　H．A．　Simon，　Administrative　Behavior，　p．　X　X　I　V．
（lg）　J．　D．　Thompson，　ibid．，　p．　IO．
　　　　　　　　　　　　　　一34一
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用する。
　パーソンズの見解によると，すべての公式組織は，その外題が技術的機能
の能率的遂行に集中している下部組織（suborganisation）を含む。これを技
術的システム（technical　system）という。この下部組織が志向する主要な
急務は，技術的課業の性質によって課されるもの，たとえば，加工されねば
ならない材料，その職務を効果的にやり遂げさせるために必要な種々の人
　　　　　　　く　の々の協力である。技術的システムはより高位の組織によって統制され，また
サービスをうける。　このレベルの組織を管理的システ伝（managerial　sys一
　　　　　く　　tem）という。
　管理的レベルは，（1二三的システムとその生産物の利用者（顧客）との間
を媒介することによって，また②技術的機能の遂行に必要な資源を確保する
ことによって，技術的組織に奉仕する。他方において，管理的レベルは遂行
　　　　　　　　　　　　のさるべき広汎な技術的課業，操業の規模，雇用ならびに購買政策などの問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）を決定することによって，弓術的組織を統制し管理する。
　最後に，パーソンズの公式においては，弓術的下部組織と管理的下部組織
の両者からなる組織は，さらにより広い社会的システムー組織の目標の実
行を可能にする「意味」，合法性あるいは高次元の支持の源泉一の一部で
もある。　「公式的」統制の点においては，この組織は比較的に独立している
かもしれないが，　しかし組織によって遂行される機能の意味に関して，した
がって資源を命令し，顧客を制御する「権利」に関しては，組織は決して全
面的に独立していない。組織と地域社会の制度的構造および機関とのこの全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　の般的結合は，組織の第三のレベルあるいは制度的レベルの機能である。
、パーソンズが，三つの各レベルにおける機能は質的に異なるから，それら
の間の二つの結合点の各々においては，　「ライン」権限の単純な連続性の中
（20）　Talcott　Parsons，　Structure　and　Process，in　Modern　Societies，　1960，　p．　60．
（2D　ibid．，　p．　62．
（22）　ibid．，　pp．62－63．
（23）　ibid．，　pp．63　一64．
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に質的な不連続性があることを指摘するとき，パーソンズの三つのレベルの
区別は重要な意味をもってくる。第二のレベルにおける機能は，たん．にトッ
フ。・レベルの機能の低次元判続（lower・order　spellings－out）ではない。さ
らにレベルや機能の結合は，各側面がその主要な貢献を差し控えることによ
り他の組織やより大きな組織の機能に子渉しうる二方向的な相互作用に依存
　　く　の
する。
　Thompsonによれば，組織階層に関するパーソンズの思考と前述のopen－
system　appoach　を緒びつけることによって，組織の動態的理解をえること
ができる・という。完全な技術的合理性を達成するための論理的モデルは，．不
確実性の排除によって閉ざされたclosed・system　of　logicを用いる。現実に
おいて多くの変数が含まれれば，それだけ不確実性の可能性が大きくなるか
ら，合理性の規準にしたがう組織にとっては，作用する変数の数を減らすこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　りとによってできるだけその亡霊的中核から不確実性を除去するのが有利とな
る。したがって，資源獲得と産出処分の両間題一それは部分的には環境要
素によってコントロールされ，したがってある程度まで不確実であり問肉的
である一が技術的中核からとり除かれうるならば，その論理は一層封鎖性
に近づき，合理性は増大される。
　他方，制度的レベルにおいては，不確実性は少くとも潜在的には最大であ
ると思われる。このレベルでは，組織は公式的権限あるいはコントロールの
及ばない環境要素を主として取り扱う。組織は公式的に法典化された法律か
ら，good　practiceの非公式な規範，公的権威あるいは公益的要素におよぶ
一般的規範にしたがう。このレベルでは，明らかに，clos6d－system　of　logic
は不適当である。組織は，組織の行動とは独立に変化しうる環境によって影
響される（その逆の場合もある）。ここでは，外部から組織’に影響を及ぼす
変数の侵入を許容しかつ不確実性に直面するopen－system　of　logicが不可欠
のように思われる。
（24）　ibid．，　pp．6S－69．
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　組織のclosed－system側面が技術的レベルにおいて最も明白にみられ，ま帽
たopen－system側面が制度的レベルにおいて最も生々しく現われるとすれ
ば，管理的レベルの一つの重要な機能は両極端とそれらが示す強調を調整す
ることであると考えられる。合理性規準を満足さすためには，組織は技術的
レベルにおいて確実性に近づかねばならない。　しかし，環境的要件を満足さ
せるためには，組織は弾力的で適応的でなければならない。　したがって，管
理的レベルは外部的源泉から生ずる若干の不規則性を無視するが，　しかしま
た条件が変るにつれて技術的中核に修正を要求しながら両者の間を調整する
かもしれない。
　さらに，パーソンズの推理にしたがえば，技術的機能あるいは技術におけ
る相異は組織のあいだに重要な相異をもたらし，また三つのレベルは相互依．
存の関係にあるから，技術的機能における相異は管理的および制度的レベル
においても相異をもたらす筈であると考えられる。また同様に，組織がその
中におかれている制度的構造の相異は三つのレベルにおいて組織間の重要な
相異をもたらす筈である。
　以上，われわれはThompsonにおける組織研究のたあの観点を考察して
きた。それはopen，　socio－technical　system　approach　として特長づけられ
る。伝統的組織論は企業を財の生産と販売によって利潤を追求する合理的な
経済的一技術的システムとして，すなわちclosed，　technical　system　として
とらえ，組織のもつ人間的一社会的側面に注意を払わなかった。人間関係論は
組織を複雑な動機をもつ人々の相互作用からなるものとしてとらえようとす
る点において，すなわち組織の研究にsocial　systemの概念を導入した点で
全く革新的であった。しかしこれは人間の非合理的側面を強調し，組織内部の
現象に限定されたという点で，組織の全体的視野に欠けるところがあった。
したがって，組織に対するclosed，　social　system　approachとして特長づけら
れる。これに対して，サイモン；マーチ＝サイアート理論では組織と環境との
相互作用の関係が認識されるにいたったが，　しかし技術と組織の相互関係に
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は注目がむけられているとはいえない。そのかぎりにおいてopen，　social
system　approachとして特長づけられる。にもかかわらず，行動科学の立場
から組織に対する社会学的ないし社会心理学的考察に偏向し，組織はあたか
も環境から孤立しているかのような方向に組織論が発展しているきらいがあ
　（25）
る。Thompsonも次の如く批判している。　「サイモンニマーチ＝サイアート
が重点をおいた探索，学習，決定という組織的な適応過程は一般的であるかも
しれないけれど，それらが進行する方法は技術あるいは環境における相異と
　　　　　　　　　　　（26）ともに変るかもしれない。」魍織は単なるsocial　systemではなくsocio・
technical　systemであり，　しかもそれは孤立するのではなく環境の中で生存
している。組織を全体的に理解するためには，学術と環境を変数とみなし，
open，　socio－technical　system．としてアブ。　n一チされねばならない。
第2節　組織における合理性
　Thompsonの組織行動論は，その考察対象を手段的組織（instrumental
　　　　　　　　　　　　　　（1）organisations）に限定している。手段的組織は目的を達成するように期待さ
れているがゆえに，組織の行動は適切であるようあるいは合理的であるよう
に期待される。組織と関連せしめられる合理性概念は，組織行動がその範囲
　　　　　　　　　　　　　　（2）内で生起すべき境界を設定する。したがって，組織行動を理解するためには
合理性概念の意味を明らかにしなければならない。
　Thompsonによれば，手段的行動は一方において「欲求される結果」（de－
sired　outcomes）に，他方においては「因果関係についての信念」　（beliefs
（25）　占部都美，近代管理学の展開，有斐閣，昭和41年，287頁。
（26）　J．D．Thompson，　ibid．，　p．12．
（　1　）　J．　D．　Thompson，　ibid．，　p．　viii．
（2）　サイモンは次の如くのべている。　「合理性の領域のなかでは，行動は能力，目
　　的，および知識に対して，完全に弾力的であり適応できる。その代りに行動は，合
　理性の領域ととなり合う非合理的および不合理的な要素によって決定される。合理
　性の領域は，これら不合理な要素に対する適応性の領域である。」（H．A．　Simon，
　Adrninistrative　Behavior．　L957，p．　241．）
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about　cause／effect　relationships）に依存する。欲求・（desires）が与えられる
と，ある時点における人聞の知識状態はその欲求を達成するために必要な変
数とその操ffl三方法を教える。このように，人間の信念によって命ぜられた行
動が欲求された結果をもた：らすと判断されるかぎり，技術（technology）あ
るいは技術的合理性（technical　rationality）を論ずることができる。
　この技術的合理性は，Thompsonによれば，手段的基準（instrumental
criteria）および経済的基準（economic　criteria）のこ二つの基準によって評価
　　　　　　　（3）することができる。手段的問題の本質は1特定の行為が実際に所期の結果を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）もたらすか否かであり，「手段的合理性」　（instrumental　rationality）と称さ
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）れる。バーナードはこれを「有効性」　（effectiveness）といい，サイモンは
　　　　（6）「十分性」　（adequacy）と表現している。経済的問題の本質は，その結果が
資源の最少限必要な支出によって達成されうるか否かであり，　「能率」　（ef－
ficiency）の間題といわれる。これに対しては絶対的な標準はない。経済
（㏄onomy）の評価は評価時点における入間の知識の状態にたいして相対的
である。
　組織に関する従来の文献は技術の経済的次元を重視し，実際にはそれに優
先する手段的問題の重要性を看過している。ある事柄を実行するコストは，
その事柄が実現されうると判明したあとに初めて考慮されうるのである。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）れゆえ，Thompsonはこの手段的問題と経済的問題の区別の必要を強調し，
技術的合理性を経済的間題（能率）に限定して手段的合理性（手毅的問題）
（3）　J．D．　Thompson，　ibid．，　P．14．
　　パ・・一一ソンズにおいては，技術（technology）とは単一の与えられた目標の達成の
　ための資源の動員を意味する。この技術はつねにこ二つの側面あるいは要因を含む。
　すなわち（1）成功の条件に闘する側面と，（2＞「コスト」に関する側面である，（Talcott
　Parsons，　The　Social　System，　1951，p．549．）
（4）　J．D．　Thompson，　ibidリP．フ9．
（6）Chester工．Barnard．　The　Rmctions　of　the　Executive，1938．田杉競監訳，経
　営者の役割，ダイヤモンド社，昭和31年，22頁。
（6）　H．A．　Simon，　Administrative　Behavior，　p．212．
（7）　J．D．　Thompson．　ibid．，　p．16．
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カ）ら区別している。またがれば，この手段的基準にもとづいて，複雑な組織
によって用いられる技術を「手段的に完金な技術」と「手段的に不完全な技
術」に分ける。前者は所期の結果を必らず実現する技術であり，後者はある
期間の一部分においてのみ所期の結果を実現する。
　　1）技術の種類
　すでにみたごとく，普遍的要素の発見と同様に変化のパターンを見出すこ
との重要性を強調するThompsonは，「技術と環境は組織に対する不確実
性の主要源泉であり，これらの次元における相異は組織における相異をもた
　　　　　　（B）らすであろう」と仮定した。このようなパターンをえるためには，異なる技
術をもったもろもろの組織を比較せねばならないが，しかしそのためにはさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）らに正確に技術を範躊化しなければならない。工業的生産に対してはウッド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ワードが一つの技術類型学を発展させたけれども，それは複雑な組織の中に
みられる技術領域を十分に取り扱いうるほど一般的なものではない。そこで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）Thompsonは，近代的社会に普及している諸技術を次の三種類に分ける。
（s）　ibid．，　p．13．
（g）　ibid．，　p．エ61．
（10）　ウッドワードは，，生産技師がよく使う単品生産，バッチ生産，大量生産の三範蒔
　　にづ｝ける分類法は，これら各項目が非常に広い範囲を包含するので，組織の特徴と
　　技術の関係を明確に示すという目的には適切でないとして，生産システムを次の如
　　きllの範疇のグループ化した。
　　工．顧客の求めに応じた単品生産
　　五．プロトタイプの生産
　　皿．段階ごとに分けての巨大設備の組立て
　　IV．顧客の注文に応じた小規模なバッチ生産
　　V．大規模なバッチ生産
　　VI．流れ作業による大規模なバッチ生産
　　w．大量生産
　　珊．多目的プラントによる化学製品の断続的生産
　　IX．液化装置による液体，気体，結晶体の連続生産
　　X．大規模なバッチで標準化された部品を生産した後，いろいろに組立てるもの
　　M．結晶体を装置で生産した後，標準化生産法によって販売準備をするもの
　　　（Joan　W◎odward．　Industrial　Organisation．1965，矢島鈎次，中村寿雄共訳，
　　新しい企業組織，日本能率協会，昭和45年，47頁。）
（ID　J．　D．　Thompson，　ibid．，　pp．15－18．
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　（1｝連続的技術（the　long－linked　technology）
　　　連続的技術とは，行為Zは行為Yの成功的実現のあとにはじめて遂行されえ，また
　　行為Yは行為Xにもとづいている等々の意味における連続的な相互依存を意味する。
　　技術的合理性の原初的シンボルである大量生産の組立ラインは，この連続的な性質の
　　ものである。それは，単一品種の標準生産物を反覆的にかつ恒常的な速度で生産する
　　とき，手段的完全性にちかづく。
（2）媒介的技術（the　mediating　technology）
　　　種々の組織は，相互依存関係をもちたいと思う得意先あるいは顧客を結びつけるこ
　　とを一つの重要な機能とする。たとえば，商業銀行は預金者と借入者を媒介する。媒
　　介的技術の複雑さは，各々の活動を次の活動の要件に合わせる必要から生ずるのでは
　　なくて，むしろ時間的にも空間的にも分散している多数の得意先あるいは顧客と標準
　　化された方法でしかも広範囲に活動することを媒介的技術が要求するという事実から．
　　生ずる。標準化は，組織の各部分に対して他の部分が矛盾せずに活動することを保証
　　することによって，媒介的技術の時間および空間的作用を可能にする。範麟化や規購
　　の非人格的適用という官僚的技法が最も有効であったのは，このような場合である。
　（3）集約的技術（the　intensive　technology）
　　　集約的技術とは，ある特殊な対象の変化を達成するために種々の技術が用いられる
　　ことを意味する。しかし技術の選択，結合，および応用順序は対象そのものからの：7
　　イードバックによってきめられる。たとえば，建設業，綜合病院，謳査・丁丁・開発
　　などに典型的にみられる。集約的技術は習慣技術（custo1n　technology）である。そ
　　の採用の成功は部分的には潜在的に必要とされる能力の有用性に依存するが，同時に
　　また選択された必要な能力の適切な習慣的組合せ（custom　combination）に依存す
　　る。
　欲求される結果にみちびく因果関係の体系としての技術的合理性は抽象概
念である。それは，関連するすべての変数，しかも関連する変数のみを含
み，他のすべての影響あるいは外部的変数を除外する封鎖的な論理システム
となるとき，手段的に完全である。しかしながら，技術を利用する場合には
欲求される結果および関連する因果関係の知識が必要なだけでなく，その封
鎖的な論理システムにおける変数に相当する経験的資源をコントロールする
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　　　　　　　　（12）カも必要とせられる。すなわち，実際に手段的完全性を達成するためには，
封鎖的な論理システムに相当する封錆的な行動システム（aclosed・system　of
action）が必要なのである。
　大量生産の組立作業や化学の継続的処理は，その応用において，他の二種
の技術よりもずっと完全性に近い。というのは，連続的弓術は関連する変数
に対して高度のコントV一ルを達成し，また阻害的影響からも比較的に解放
されているからである。ひとたびスタートすると，連続的技術に含まれる大
部分の行為は技術それ自体の内部的論理によって命令される。　しかし媒介的
技術の場合には，得意先あるいは顧客が侵入してきて，技術が必要とする標
準化された活動を困難にする。また集約的技術の場合には，取り扱われる対
象の如何が要素活動，および抽象的な技術に含まれる多くの諸二業の組合せ
を決定する。　したがって，技術の実際的利用においては，技術的合理性の限
界がみとめられる。そこで，合理性を追求する組織は，封鎖的な行為システ
ムに近づくために，環境的影響からその技術的中核を守ろうと努める。
　　2）組織的合理性
　組織が技術とよばれる抽象物を行為に移そうとするとき，組織は中核鼓術
が解決しえない問題に直面する。大量生産弓術は，生産過程が閉じられる以
前に一定のインプットが提供され，かつ完成品もとにかく前提から取り除か
れると仮定する点で全く特殊的である。しかし大量生産技術は，投入処置あ
るいは産出処置の問題にたいして解決を提供する変数を含んでいない。
　一つあるいはそれ以上の技術は組織の中核を形成する。　しかしこの技術的
中核はつねに，組織がその目的達成のためになさねばならないものの一部分
でしかない。したがって，Thompsonによれば，技術的合理性は組織的合理
性の必要な構成要索ではあるが，それだけでは組織的合理性とはならない。
（！2）　グ自ッスは「合理性の行動概念」（the　action　concept　of　rationality）という表
　現をつかっている。　（Bertram　M．　Gross，　Organistions　and　Their　Managing，
　！968，　p・　542．）
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組織的合理性は，技術によって当然のこととみなされた投入獲得～および中
核技術の範囲外にある産出分配を含むのである。
　したがって，組織的合理性は最少限〔1）投入活動，②技術的活動，（3産出活
動の三つの主要な活動を含むことになる。しかもこれら三つは相互依存的で
あるから，組織的合理性はこれら三つの活動が相互に適切に調整されること
を要求する。すなわち，獲得された資源は生産過程の中に投入されねばなら
ないし，また組織が技術的生産物を処置しうる能力の範囲内になければなら
ない。
　さらに，これら三つの要素活動が相互依存の関係にあるだけでなく，投入
活動および産出活動の両者は環境海恕索とも相互依存の関係にある。　したが
って，組織的合理性は封鎖的な論理システムとは決して一致せず，開放的な
論理システムを要求する。その結果として，技術的活動も環境にさらされ，
これと相互依存の関係をもつことになるから，封鎖的システムは技術的要素
にとって完全には達成されえない。そこで，合理性の規範にしたがう組織は
できるだけ封鎖性に近づくために，Thompsonによれば，次のごとき手段を
　　　　　　　　　（13）とると仮定される。
　（1）まず組織はその技術的中核を投入要素と産生要素で包むことによって，環境的影響
　　を緩和（buffering）しょうとする。これは原材料や完成品の倉庫における在庫蓄積
　　などの形でなされるが，これには費用がかかるから，組織的合理性は最大の技術的合
　　理性の条件と環境的影響の緩和費用との妥協を要求する。
　（2）次に組織は投入取引と産出取引を平準化あるいは均衡（1eveling　or　smoothing）
　　させようとする。緩和が環境の変動を吸収するのに対して，平準化は環境変動（需要
　　変動）を減少させようとする。しかし完全な平準化は殆んど不可能であるから，中核
　　技術は低度の技術的合理性で満足せねばならない。巾核技術を保護するために組織は
　　他の手段を見つけねばならない。
　｛3）緩和や平準化によって適応されえない環境変化にたいしては，組織は予測という手
　　段を通・じてこれに適応しようとする。
（13）　J．D．　Thompson，　ibid．，　pp．20－23．
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　（4）以上の三つの適応は，組織の中核技術に影響を及ぼす環境変化を減ずるために広ぐ
　　用いられる有効な方法であるが，しかしこれらの方法では環境の影響を十分に防ぎえ一
　　ない場合がある。この場合には，組織は割当（ratiOning）の方法を用G、る。
　以上，われわれはThompsonにおける合理性概念を考察してきた。かれ
は技術的合理性を定義づけたあと，それを手段的基準および経済的基準とい
う二つの基準にしたがって手段的合理性と経済的合理性（能率）に区別し
た。中核技術は封鎖的な論理システムに依存するが，それはつねに組織的合
理性の中に内包されている。そしてこの組織的合理性は技術を時闇と空間に
関係づけ，また投入活動および産出活動を通じてより大きな環境と結びつけ
る。組織が環境にさらされるとき，組織行動の巾に含まれる若干の要因は制
約となるから，組織的合理性は開放的な論理システムを要求する。したがっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工のて，組織的合理性は技術と環境の両方にねざしている。また組織的合理性は
完全な技術的合理性ではなくて，技術的合理性の制限されたものであるとい
う意味において，Thompsonは「制限された合理性」（bounded　rationality＞
　　　　　　　　らうともよんでいる。制限された合理性は，不確実性の排除あるいは確実性の等
価物の提供による複雑性の減少（単純化）を意味するだけでなく，また目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユの的行動にとって必要な変数を行動領域の中にとり入れることをも意味する。
管理の過程は組織的合理性が可能になる境界を提供するものと考えられ，管
理は不確実性の防禦的な吸収あるいは排除であるだけでなく，不確実性と格
闘する過程でもある。
　サイモンもその著「管理行動論」において種々の合理性概念を分析し，合・
理性の意味を明らかにしている。サイモンにおいては全知全能の経済人の完．
頑な客観的合理性が基点とされ，そして実際の行動における合理性は人間の
知識の不完全性によって制約されるから経済人の合理性には及ばないとされ
る。しかし，知識の不完全性に制約されながらなお合理性を追求する人間の
（14）　ibid．，　p．39．
（15）　ibid．，　p．　s4．
（16）　ibid．，　p．162．
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努力は，この困難を部分的に克服する方法として，一定の時と一定の情況の
下で，意志決定にもっとも関連のある一部の可変的要素とその結果のみを考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユリ慮に入れ，他の要因を考慮の外に除外する方法を案出している。二の「関連
要因の封鎖システム」において達成される合理性は，客観的合理性の制限さ
れたものという意味でサイモンは「制限された合理性」（bounded　rationality）
と称している。しかしその合理性の基準としては能率がとられている。この
点について占部都美教授は次の如く批判されている。　「意志決定の合理性の
基準として展開されている能率基準はきわめて経済学的な概念であり，それ
は経済人の意志決定に近いものである。他の箇所では，経済人のモデルを非
現実的として否定し，これに代って管理人のモデルを追求しながら，能率基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）準において経済人のモデルが大きく復活されている。」
　サイモンとちがって，Thompsonは最初から人聞の知識の不完全性を前提
としており，　しがって封鎖的システムにおいて達成される技術的合理性（能
率）についても，　「能率はその評価時点における人間の知識の状態に対して
　　　　　　（19）相対的である」として能率の相対性をみとめている。これはサイモンにおけ
る「制限された合理性」に対応する。この技術的合理性を基点とし，それが環
境の影響にさらされるとき，サイモンにおける「可変要因の封鎖システム」
を孤立化する方法を通じて環境の影響を部分的に解決することによって達成
される合理性をThQmpsonは「制限された合理性」あるいは組織的合理性
とよぶのである。したがって，サイモンもThompsonも同様に「制限され
た合理性」という概念を用いているが，しかしその意味する内容は両者にお
いて異なるものがある。そのことは，Thompsonの評価基準において明らか
である。がれにおいては，能率基準の他に，手段的基準や社会的準拠集団が
用いられているのである。Thompsonの「組織的合理性」の方が，サイモン
（17）　H．ASimon，　Administrative　Behavior，　pp．80－82．
（18）　占部都美，近代管理学の展開，有斐閣昭和4工年，254頁。
（19）　J．D．　Thompson，　ibid．，　p．14．
（20）　H．A．　Simon，　ibid．，　p．　X　X　X　V．
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に比べてより現実的であるといえる。サイモン自身「管理行動論」の第二版
べの序文において，　「私は，この章（第九章「能率の基準」）において，経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C20）済人の全能的な合理性に余りにも道をゆずりすぎたと今では感じている」と
のべている。
第：K章　組織の外部環境適応理論
　すでにみた如く，Thompson．における組織研究の立場はopen・system
apProachである。これはrational－system　apProachでもなく，　また単なる
natural－system　approachでもない。それは両者の合成的アプローチでEi＞
る。したがって，ThOlnpsonにおいては，組織は不安定でしかも不確実性に
直面するが，　しかし同時にまた合理性の規範にしたがい，それゆえ安定性と
確実性を要求するものとして考えられる。このようなopen・systemの観点
からは，環境における不確実性あるいは危険性（contingency）から技術的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の中核を保護することが，組織に対しては一つの中心問題として提起される。
Thompsonにおける組織の環境適応理論は，この問題を内容とする。
　Thompsonの環境適応理論は，組織行動の領土（domain）論と組織設計
論とからなる。組織行動の領土論においては，外部環境と組織の相互依存関
係を分析し，その相互依存パターンの認識から環境に対する組織の消極的・
受動的な適応パターンが導き出される。組織設計論においては，技術の相異
を考慮に入れた組織設計を通じての環境に対する組織の積極的・能動的な適
応のパターンが導き出される。
　　　　第1節　組織行動の領土論
　複雑な組織にとっての中心問題は，不確実性に対処することである。Tho－
mpsonは組織が技術的中核を環境的影響から保護する手段として，すでに
緩和，平準化，予測および割当の策略をあげた。　しかし，これらの策略につ
（ユ）　J．D．　Thompson，　jbid．，　p．ユ46．
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いての理解を深めようとすれば，われわれはこれらの策略が生ずる環境巨）性
質ならびにこれらの策略が展開する方向を考察せねばならない。この目的の
ために，Thompsonは以下にのべる如き他の科学分野における諸概念を組織
論の中に導入している。
　〔領土の概念〕
　すべての複雑な組織は自足的ではありえない。たとネば，生産された：自動
車を説明する場合，われわれは最終的には鉱石の採点や鋼の生産，石油の面
出と精製，ゴムあるいは合成ゴムの生産を考慮しなければならない。』 ｩ動車
が完成品として工場から出てゆくためには，それらは現在の技術範囲内では
すべて必要である。またさらに，会社は組立機械やコンベアベルトの製造業
者，工場建設者，電力会社，金融機関などからの貢献をうける。若干の自動
車会社は，これらの必要な諸活動のうち，．競争会社よりも大きな部分を，あ
るいは種類のちがう活動をその範囲の中に含むかもしれないが，しかしいず
れも自足弱ではなく，他の組織の貢献に依存している。
　したがって組織は，その中核技術が国民経済的な生産過程のどの段階に位
置するか，またその段階の長さを決定しなければならない。シェーファーは
これを企業の「生産深度」　（Produktionstiefe）あるいは「給付深度」’（Lei
　　　　　　　　　　　（1）stungstiefe）とよんでいる。　Thompsonはこれを表現するのに，　Levineお
　　　　　（2）よびWhiteの「領土」（domain）なる概念を用いる。すべての組織はこの
「領土」を設定しなければならないのである。この領土は（1）製品の範囲，（2＞
サービスを受ける人B，（3醍供されるサービスに関する組織自身の要求から
なる。
　〔領土，依存および環境〕
　最終的な分析では，組織行動の結果は単一の技術に依存するのではなく，
（1）　’Erich　Schtifer，　Die　Unternehmung，　1949，S．5．
（2）正evine，　Sol，3nd　Paul　E　White，“Exchange　as　a　Concep加al　F甲niework
　for　the　Study　of　lnterorganisational　Relationships，”　Administrative　Scie－
　nce　Quarterly，　vol．　s，　March，　1961．
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技術的ヌトリックスに依存する。複雑な技術はさらに他の技術の製品あるい
は結果を利用する。ある特定の組織は数種の中核技術を用いるかも知れない
が，しかしその領土はつねに全体的な技術マトリックスには及ばない。　した
がって，組織の頷土は組織が環境からの投入（input）に依存する境界を決定
する。さらにまた，その環境の構成（composition）ならびにその内部におけ
る能力の分布は，組織が誰に依存しているかを決定する。
　組織の投入側面に関して，組織が必要とするある特定の支持（support）に
対してはただ一つの可能な源泉しかないのに対して，他の種類の支持に対し
ては多．くの代替源泉があるかもしれない。すなわち，組織に対して必要な支
持を提供しうる環境の能力は分散しているかもしれないし，あるいは集中し
ているかもしれない。同様に，環境の能力に対する組織の需要も分散ないし
集中しているかもしれない。もし組織の需要が独特であるかまたはそれに近
ければ）．投入に対する需要は集中されているといえる。もし他の多くの組織
も同一の需要をもつとすれば，需要は分散されているといえる。
　組織の産出側面についても同様の区別がなされうる。その環境は一人ある
いはそれ以上の顧客（得意先）をもっかもしれないし，また組織は単独で顧
客に奉仕するかあるいは多数の競争者のうちの一人であるかもしれない。　し
たがって，投入および産出の支持源泉がどの程度まで一致するかは，組織に
とって重要な問題となる。
　〔課業環境〕
　Thompsonは，「環境」なる概念は余りに広汎であって組織行動の分析には
　　　　　　　　　　　（3）適していないとして，Dillの「課業環境」　（task　environment）なる概念を
（3）　Dill，　Williarn　R．，　“Environrnent　as　an　lnfluence　on　Managerial　Autonomy，　”
　　Administrative　Science　Quarterly，　vol．2，　March，　1959．
　　Thompsonは，組織行動の分析のために，課業環境以外の残余の環境を一一時除
　験するけれども，しかし①文明のパターンは組織に著しい影響を与えるし，また与
　　えることができる，②課業環境以外の環境は，組織が将来のある時点でその中に入
　　るかもしれない分野を構成することがありうる，という二つの理由か啄捨て去る
　　ことはできないとして，のちにこれらを考察している。
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採用し，環境を限定する。課業環境とは，　「目標設定や目標厳威に関する，
あるいは潜在的に関連する」環境部分である。この課業環境は次の四つの主
要部分からなる。
　（1｝顧客あるいは下意先
　②　材料，労働，資本，設備，作業空間の供給者
　（3〕市場および資源の双方に対する競争者
　（4）行政機関，労働組合，会社間の連合組織を含めた規制集団
　どの二つの領土も一致しないと同様に，どの二つの課業環境も一致しな
い。ある特定の組織にとって，課業環境を構成するものが何であるかは技術
の要件，領土の限界，より大きな環境の構成によって決定される。
　　〔課業環境と領土承認〕
　Thompsonは，組織行動の分析のために，領土の概念，課業環境の概念を
導入した。組織の中核技術は技術的マトリックスの全体を占めることはでき
ないから，すべての組織は「領土」を設定しなければならない。しかしなが
ら，領土の設定は組織の恣意的な一方的な行為であることはできない。、領土
に対する組織の要求が，必要な支持を提供しうる者によって，つまり課業環
境によって承認される場合にのみ；領土は実効的となりうるのである。この
関係を表わすために，Thompsonは「領土承認」　（domain　consensus）な
る概念を用いる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）　組織とその課業環境との聞の関係は根本的には交換関係であり，組織と接
触する者によって組織が必要な物を提供していると判断されるのでなけれ
ば，組織は生存に必要な投入を受けることはないであろう。Levineおよび
Whiteの研究によれば，治療組織（health　organisation）1こよって典型的に
交換される要素は次の三つの主要な範躊に分けられる。
　（1｝事例，顧客あるいは患者の照会
（4）バナードおよびサイモンは組織と組織における個人との間の関係を交換関係とし
　　てとらえ，誘因一貢献の組織均衡理論を発展させt　rls一，環境と組織の交換関係に注
　　目しなかった。
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　（2）志願者，雇用されている人員の使用を含めた労働サービスの授受，および他の組織
　　の人員への指図の提供
　（3）労働サービス以外の資産，設備，患者および技術的情報を含めた資源の発送あるい
　　は受領
　交換の特殊な範疇は組織のタイプごとに異なるが，しかしどの場合でも交
換協定は領土に関する事前の同意に依存する。
　Thompsonによれば，この「領土承認」概念は，モーチベーションの人間
的性質を組織に帰属せしめずに，また「集団精率li［」（group　mind）を仮定せ
ずに一一これらは組織目標に対する挑戦の二つの理由であった一一実行目標
を取り扱うことを可能にするから，組織行動の分析に対して若干の特殊苓長
所をもつ。すなわち，領土承認は，組織のメンバーに対してもまた組織と接
触する他の者に対しても，組織目標に関する一連の期待を確定する。それは
より大きなシステムの中における組織の役割について，不完全ではあるが一
つのイメージを与える。このイメージは一定の方向に行為を命令するための
指針として役立つ。たとえば，領土承認の概念を用いると，契約書や会社の
定款あるいは制度的広告の中に見られる目標の公式的声明は，現実には合理
性の判定基準および代替的行為の選択基準であると仮定される必要がなくな
る。また利潤が会社の目標であると主張するようなイデオロギーを受け入れ
る必要もなくなる。さらに，領土承認の概念は，組織目標を個人的目標ある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）いは動機から明白に分離しうるという長所をもつ。Thompsonによれば，組
織目標は，組織的資源に関してそれらを一定の方向に命令し，また他の方向
から保留しうる十分な統制力を集団的にもつ相互依存な諸個人によって決定
　　（6）される。しかしながら，組織がその環境の承認によって存在するという事実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）は，組織が社会的統制に自働的に従うことを意味するものではない。バーナ
ードにおいては，組織の目的は，組織の構成員である各個人によって，理解
（　s　）　J．　D．　Thompson，　ibid．，　p．　29．
（6）　ibid．，　p．128．
（フ）　ibid．，　P．工62．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（g）されるばかりでなく，受容されなくてはならない。そして，一つの共通目的
の真の存在にたいして信念を植えつけることが，基本的な経営者職能である
　　　　　（9）とされている。かれにおいては，環境からの規定はみとめられず，組織目的
の決定は経営者の一方的行為とみなされている。
　これに対して，サイモンにおいては次の如く説明されている。すなわち，
組織には，その参加者の個人的目的に加えて，組織の目的ないし諸目的が存
在する。たとえば，靴の工場を例にとれば，その組織は靴を作ることを目的
とする。これはだれの目的であろうか一一企業家のものか，顧客のものか，
それとも従業員のものかであろう。この目的が以上のいずれかだれかに属す
ることを否定することは，その参加者個人を超越した有機的実体，すなわち
「集団精神」の存在を認めることになろう。真の説明は簡単である。すなわ
ち組織目的は，間接的には，すべての参加者の個人的目的なのである。それ
は，参加者自身の種々の個人的な動機を満足させるために，組織活動に統一
　　　　　　　　　　く／“）を与える手段なのである。ただ泪三謝すべきことは，顧客の目的は組織の目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）に非常に密接に，むしろ直接的に関係していることである。組織はその顧客
にアピールするような目的をもたねばならない。それゆえ，組織の目的は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）顧客の価値観の変化につねに適応してゆかねばならない。サイモンのこの思
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く13）考はサイアートおよびマーチの「企業の行動理論」においてさらに展開され
ており，Thompsonの組織目標に関する見解は基本的にはサイアートおよび
マーチの見解から導き出されている。
　（1）外部的相互依存の管理
　さ．きに，投入および産出側における組織の支持源泉は集中される場合と分
（8）C．　1．バーナード著，田杉競監訳，経営者の役割，94頁。
（9）　前掲書，95頁。
（10）　H．A．　Simon，　Administrative　Behavior，　p．17．
（エ1）　ibid．，　p．ユ8．
Q2）　ibid．，　p．　l14．
（13）　Richard　M．　Cyert　and　James　G．　March，　A　Behavioral　Theory　of　the　Firm，
　1963．
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散される場合とがありうることが示された。しかし，どの特殊な組織にとっ
ても，投入および産出の代替的源泉があると思われる。したがって，複雑な
組織の課業環境は多面的，複合的であり，領土承認の設定の際に潜在的に関
連するいくつかの，あるいは多数の代替的源泉から構成されると考えられ
る。課業環境のこのような多元論は，複雑な組織にとって重要な意味をも
つ。というのは，組織は一要素と交換するのでなくて，それぞれ相互依存の
関係にある数個の要素を自身の領土および課業環境と交換しなければならな
いからである。その解決をもたらす過程において，課業環境のある要索は組
織に対する支持を中止することが必要あるいは望ましいと考えるかもしれな
い。したがって，課業環境は組織に対して危険性（contingency）を1是供す
る。また課業環境は組織に制約（constraints）を課する。支持を提供する組
織の能力，および実現可能な代替策の欠如は，ある一定の時点において組織
が利用しうる支持に絶対的な制限を課する。
　このように課業環境に対する組織の依存は，合理性の達成を妨げる制約や
危険性を導入するから，合理性の規範にしたがう組織は課業環境に対する依
存を管理しなければならないであろう。
　　　　　　　　　　（14）　ところが，エマーソンによれば，依存と勢力（power）とは表裏の関係に
ある。すなわち，組織は，（1＞課業環境要素が提供しうる資源あるいは業績に
対する組織の欲求に比例して，②他の要素が同一の資源あるいは業績を提供
しうる能力に逆比例して，課業環境の若干に依存する。
　Thompsonによれば，依存と勢力に対するこのアブ。　v　一一チは，複雑な組織
やその領土の分析にどっていくつかの長所をもっている。たとえば，勢力を
組織の一般的な一つの特徴とみる必要はなくなり，勢力は組織と複数の課業
環境要素との間の一連の関係から生ずると考えることができる。したがって
組織はその投入を供給する者に比べて強力であるかもしれないし，また産出
（ユ4）Richard　M．　Emerson，‘‘Power－Dependence　Relations，”American　SociOlo・
　gical　Review，　vol．27，　February，　1962．
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を受ける者に比べて無力であるかも知れない。あるいはまた，投入側面およ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）び産出側面の双方にたいして組織は比較的に強力であるかもしれない。
　また勢力が依存にねざしているという「勢カー依存」概念は，AおよびB
からなるシステムにおいては，Aの勢力はBの犠牲における勢力であると仮
定する「zero－sum」concept　of　powerからの解放を可能にするという長所
をもつのである。勢力を相互依存の枠内で考察することによって，AとBがそ
れぞれ相互に益々勢力的になる可能性一相互依存の増加は純勢力の増大を
もたらすかもしれないという可能性一が認められる。連合体（coalition）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）の基礎になっているのは，この可能性である。
　②　外部的相互依存の管理のための戦略
　すでにみた如く，課業環境に対する組織の依存は制約と危険性をもたらす
がゆえに，合理性の規範にしたがう組織はこの依存を管理しようとする。こ
の目的のために組織が利用しうる戦略を，Thompsonは競争的戦略，協力的
戦略，および妥協的戦略の三つに分ける。
　（！）競争的戦略
　課業環境は組織の依存によって決定される。依存は制約あるいは危険性を
導入するから，組織にとっての問題は課業環境の要素にたいして依存的にな．
ることをさけることである。Thompsonは，課業環境への依存を減少させる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）ための戦略を課業環境の性質1こよって次の二つに分ける。
　a）必要な支持能力が課業環境の中に分散している限りにおいて（すなわち完全競争
　　の場合），組織は代替資源を開発するかもしれない。その依存を分散することによ
　　　って，組織は組織を支配する勢力の集中を防止する。したがって，合理性の規範に
　　　したがう組織は，代替資源を維持することによって，課業環境の組織に対する勢力
　　を減じようとする。
　b）　しかしながら，現実においては完全競争の条件は稀であり，またたとえ組織があ
（ls）　J．　D．　Thompson，　ibid．，　p．31．
（16）　ibid．，　pp　31－32．
（w）　ibid．．　pp．32－33．
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　　　る局面において完全競争に直面するとしても，組織は他の局面においては不完全競
　　　争に直面するかもしれない。不完全市場における競争はかなりの危険性を導入す
　　　る。このような不完全競争の条件の下において支持を求めて競争する組織は，組織
　　　に有利な条件を作りだすために，名声（prestige）を追求する。名声を獲得するこ
　　　とは勢力を獲得する「最：も容易な」方法である。
　ところで，すでにみた如く，依存と勢力とは表裏一体の関係にある。　した
がって，勢力は他の場合なら重大な危険性になるものを処理する一つの方法
と考えられる。それゆえ，支持能力が課業環境の一つあるいは少数の要素に
集中されているとき，合理性の規範にしたがう組織は，自分が依存している
要素に関連して（その依存を相殺する）勢力を追求することが考えられる。
しかし，無力な依存的な組織では合理性は達成できない。誌面は，いかにし
てそのような勢力を獲得するかである。その方法は，次の協力的戦略であ
る。
　（2）協力的戦略
　領土を設定する際に組織は依存を「取得」するが，しかし勢力の獲得はそ
れほど容易ではない。　しかしながら，裸業環境における他の組織もまた領土
の問題をもち，制約や危険性に直面するという事実を，組織は利用する。相
互係存の管理において，組織は協力的戦略を採用する。協力を通じて，課業
環境のある要素に関して勢力を獲得することによって，組織はその要素に関
する不確実性を減少させようとする。
　協力的戦略の下においては，勢力の効果的な達成は約束の交換，両当事者
に対する潜在的な不確実性の減少に依存する。しかし，約束は約束を与える
ことによってえられるのであり，また一方の胆織に対する不確実性は他方の
組織に対する不確実性を減少させることによって減少される。　したがって，
約束は両匁の剣であり，相互依存の管理は組織にジレンマを与える。
　協力的戦略としては，契約締結（contracting），委員会への委員選出（coo－
pting），および合同（coalscing）がある。契約締結とは，将来における履行
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の交換に対する同意の協定である。委員会への委員選出は，組織の安定性あ
るいは生存に対する脅威を防ぐ手段として，新しい要素を組織のリーダーシ
ップ構造あるいは政策決定構造の中に吸収する過程である。この方法は，委
員会に委員を派遣した組織によって，将来の支持を増加させる。　これは契約
締結よりも一層強制的な形態の協力である。合同は，環境における他の組織
との結合あるいは共同事業（joint　venture）である。これは交換のための基
礎を提供するだけでなく，将来の共同意志決定に対する約束をも要求する。
したがって，これは委員会への委員派遣よりもずっと強制的な形態の協力で
ある。
　契約締結，委員会への委貝派遣，合同はそれぞれ協力の程度を異にする
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ8）が，これら各々の戦略が用いられる場合は次の如くである。
　　a）支持能力が集中されており，かつ集中された需要と均衡していると
　　　きには，当該組織は契約締約を通じてその依存を処理しようとする。
　　b）支持能力は集中されているけれども，需要が分散しているときには
　　　弱小組織は委員会への委員派遣を通じてその依存を処理しようとす
　　　る。
　　c）　：支持能力は集中されており，かつ集中された需要と均衡しているけ
　　　れども，契約締結を通じてえられる勢力では：不適当であるとき，組織
　　　は合同しようとする。
　（3）妥協的戦略
　生育しうる領土の獲得は，本質的には，政治的な問題である。組織の間の
関係の管理は，，政党あるいは国際関係の管理と同様に政治的であり，またダ
イナミックである。政党や世界勢力と同様に，複雑な目的的組織も妥協をさ
けることはできない。問題は，環境との相互依存の現実と，合理性規範との
闇の最適点を見出すことである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工9）　Thompsonは，妥協的戦略として，次の二つをあげている。
（18）　ibid．，　p．36．
（！9）　ibid．，　pp．36－37．
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　　a）合理性規範にしたがう組織は，制約される局面が多くなればなるほど，その課業
　　環境の残余の局面に対して，益々多くの勢力を追求する。
　　b）多くの制約に直面し，かつその課業環境の他の局面においても勢力を獲得できな
　　い組織は，課業環境を拡大しようとする。
　しかし，組織の合理的モデルの観点からは，領土の防衛における妥協や策
略は分裂的で高価につく。　したがって，合理性規範にしたがう組織は，策略
や妥協の必要を最少限にするように，組織を設計しようとする。これは次の
組織設計論の課題である。
第2節　組織設計論
　組織的合理性は，披術と課業環境の双方にねざしている。組織の領土が与
えられると，技術と課業環境の二つの変数は，組織に対する制約および危険
性を決定する。すでに，主要な危険性に対処するために，組織が利用しうる
いくつかの戦略が示された。またこれらの戦1略は，種々の程度の約束（com－
mittment）および限られた自由を含むことカtt示された。　しかし，相互作用に
対する戦略を通じて危険性に対処する他に，組織は組織的設計（organisa
tional　design）を通じて危険性を除去あるいは減少させることができる。
　（1）領土拡大の技術的類型
　組織設計を通じて危険性を除去あるいは減少せんとする場合，合理性規範
にしたがう組織は，もし課業環境にゆだねられれば重大な危険性となるよう
な活動をとり入れようとする。すなわち，組織は技術的基礎にもとつくその．
主たる使命を損わずに，課業環境によって遂行される活動あるいは能力をそ
の領土内に含めようとする。主要な使命の他に，補助的能力を吸収すること
はあらゆるタイプの組織において普通にみられることであるが，しかし種々
異なるタイプの技術は様々の重大な危険性をもたらすがゆえに，Thompson
は組織の境界的拡大の方向は組織において用いられる中核技術の種類に応じ
て類型化されるという。
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　組織の領土は，〈1）含まれる鼓術，（2）サービスを受ける人口，（3腿：供される
サービス，の三つによって決定される。組織設計における主要な変化は，こ
れら三つの要素の「ミックス」の修正を意味する。
　すでにみた如く，組織目的の達成のために用いられる中核技術は，連続的
技術，媒介的技術，集約的技術の三つに分けられる。そしてこれらの技術は
程度の差こそあれ，すべての組織にみられると考えられる。しかしここでは
単純化するために，組織はただ一種類の中核技術を用いるものと考えると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　くり領土拡大の方向は次の如く類型化される。
　（a）連続的技術を採用し，かつ合理性規範にしたがう組織は，垂直的統合
を通じてその領土を拡大しようとする。垂直的統合には，前向きの統合と後
向きの統合の二種がある。生産段階に順序的関係がある場合でも，垂直的統
合に対しては，組織が自足的になるのを妨げる他の制約があるかもしれな
い。おそらく，主要な使命に先行あるいは後続する活動が急激に拡大すると
き，最も羅大な制約が生ずる。この場合には，垂直的統合は高度に選択的で
あり，組織は戦略的と思われる支持活動に集中する。．
　（b）媒介的技術を採用する組織は，合理性規範の下においては，サービス
を受ける人口を増加することによってその領土を拡大しようとする。この種
の拡大は地域的（territorial）拡大であるか，あるいは飽和的（saturative）
拡大であるか，あるいは地域的一己和的拡大である。
　（c＞集約的技術を用いる組織は，合理性規範の下においては，取り扱われ
る対象を合体することによってその領土を拡大しようとする。
　②　組織要素の均衡
　複雑な組織が成長する一つの重要な理由は，他の場合なら特大な危険性と
なるような課業環境活動をその領土の中にとり入れるからである。危険性の
源泉をとり入れてその境界を拡大する組織は，その主要な使命によって必要
（1）　J．D．　Thompson，　ibid．，　pp．40－44．
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とされる能力をこえる能力を獲得することがしばしばある。ここに均衡の問
題が生ずる。
　危険性の源泉を領土の中にとり込むことによる組織の成長は，殆んど必然
約に，組織の要素を増加させる。さきにわれわれは，単純化のために，組織
がただ一種の巾核技術のみを採用したかの如く取り扱ったが，　しかしその領
．土を拡大した組織は三種の技術の組合せを採用する場合があることを認識し
なければならない。中核鼓術の組合せを含む拡大は，さらに’それ以上に組織
の要素を増加させる。そして，複数要素（multiple－component）の組織は，
必然的にその要素の能力の均衡化という問題に直面する。均衡問題は連続的
技術の技術的中核の内部において最もより広く知られているが，しかし工場
あるいは部門内部の個々の機械ないしはman－machine　stationの能力を単
に比較するよりも，むしろ全体的組織における一般的な要素の能力を比較す
るときに，この間題はおそらくより一層重要となる。
　均衡問題は，根本的には，能力が必らずしも連続的に分割しえないことか
ら生ずる。たとえば，垂直的に統合された組織は，若干の生産段階において
他の段階よりも大きな能力を含むかもしれない。そのようになる原因は，統
合というものが同率の操業に適合していなかった仙の組織の取得あるいは合
併によって生じたからである。　しかし，均衡問題の主要な原因は技術と課業
環境にある。一・一・定の資源は一定の規模でしか入ってこない。したがって，た
とえ能力は連続的に分割しうるとしても，それらの小規模な合体化は実行し
えないかもしれない。さらに，能力は単に現在の問題であるばかりでなく，
将来にも関連する問題でもあるという事実は，さらに重要である。資源を取
得するコストが著しく大きい場合には，合理性規範にしたがう組織は，これ
ら資源の将来の使用を約束せねばならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C2）　Thompsonは，均衡化のための戦略として，次の二つをあげている。
　｛a）まず，合理性規範にしたがう複数要素の組織は，最小単位の要素が完全利用せられ
（2）　ibid．，　pp．46－47，
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るまで，成長しようとする。たとえば，前向きの統合によって，その製造産出よりも大き
な販売能力を獲得した製造組織は，その産出を増加しようとする。合理性規範の下におい
ては，要素能力の均衡のみでなく，産出と需要が均衡されねばならない。
　組織の能力を需要に対して均衡させる一つの主要な手段は，需要を能力に等しくなる点
まで刺戟することであるが，しかし技術的能力を需要にたいして均衡させることは，ou－
tput　channelが完全に利用されることを自働的に保証しない。もう一つの可能性は，
output　channel能力を需要に一致させることであるが，しかしこれも中核技術の完全利
用を保証するものではない。たとえこのような方法が若干の要素能力と需要を均衡させる
としても，その均衡はおそらく安定したものではない。というのは，たとえ組織が需要を
予測しうるとしても，いかなる組織も予測しえない要因のために需要が変化しうるし，ま
た変化するからである。さらに，技術的過程における進歩は能力の増加をもたらし，均衡
をくずすかもしれない。
　（b〕かくして，課業環境が支持する以上の過大能力をもつ組織は，その領土を拡大しよ
うとする。過剰能力に対する広汎な反応は，多角化による組織の再設計，新製品あるいは
サービスの開発であった。領土は部分的にはその提供されるサービスあるいは製品によっ
て決定されるから，多角化は明らかに領土の拡大を意味する。
　多角化の最も単純な形態は，過大な技術的能力から生じ，その能力と密接に関連し，かつ
適応し易い新製品をもたらす。また多角化のもう少し思い切った形態はoutput　channe1
の過大能力から生じ，別種の技術によって作られるけれども，需要澱境に関するかぎり
原初製品と関連する製品の形態をとる。さらに他の場合には，多角化は技術かあるいは
output　channel能力のいずれかが容易に転換されうる新興需要から生ずる。まt多角化
は，組織が最：初に手がけた需要の充足の成功から生ずることが多い。多角化過程は他のタ
イプの組織においてもみられるが，しか・し企業組織において最も顕著である。その理由は
おそらく，有名な会社の公然たる取得あるいは合併を通じて多角化が達成されることが多
いからである。
　（3）境界拡大に対する若干の制限
　組織の境界拡大による環境適応にたいしては，若干の制約がある。その最
も顕著なものは，経済的側面において組織にたいして行使される政府の制約
（「取引を制限する結合』を減少せしめようとする立法）であるが，これに
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ついてThompsonは次の如くのべている。　「組織の境界拡大行為を制限し
ようとする政府の干渉は，われわれが取り扱う原理の普遍妥当性を妨げるも
のではない。実際には，そのような立法の成長は，われわれの取り扱うよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのな傾向が現実的なものであり，かつ強力であることを示している。」
　しかし政府の制約の他に，境界拡大による環境適応の原理の応用を制限す
る他の諸条件がある。たとえば，他の組織に比べて，必要な活動（あるいは
能力）をコントロールするカをもつ組織は，公式的にその活動をとり入れる
必要はない。またここに提案された組織設計を達成する力の欠如や管理的洞’
察力の欠如は，境界拡大による環境適応の原理が普遍的に作用するのを妨げ
るかもしれない。それにもかかわらず，Thompsonは，「環境に固有な不確
実性や危険性とともに，不確実性の減少の方’向への技術的圧迫は組織の成長
の方向に圧力をかけ，またその成長の方向は無秩序ではなくて，技術や環境
　　　　　　　　　　　　くのの性質によって規定される」と信ずるのである。
　ところで，もし組織設計が技術や環境によって異なるとすれば，組織はそ
の構造においても異なる筈であると考えられるであろう。この可能性を考察
することは，次章の課題である。
　以上，われわれはThompsonの組織の外部環境適応理論をかれの所論に
したがって考察してきた。かれは「領土」　（domain）の概概念を用いながら
組織行動の多くの側面を考察している。この戦略は，組織に対する可能的行
動の限界を決定するに当って，課業環境と鼓術の関連性を指摘するという長
所をもっている。しかしながら，Thompson．自身もみとめている如く，「領
　　　　　　　　　　　　　くらう土の考え方は無時間的であり」，その限りにおいて領土による考察は静態的
考察にとどまっているといわざるをえない。したがって，この欠点を補足す
るために，後の章において，Thompsonは未来次元をもつ「則票」の考え方
（3）　ibid．．　p．48．
（4）　ibid．，　p．60．
（s）　ibid．，　p．±27．
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をとり入れている。領土の考察はある時点における組織に圧力をかけ，組織
に対して限界を設定するとしても，未来に対してはつねに異なる種々の領土
状態が想像されるかもしれない。そこで，Thompsonは組織目標を「組織に
対する意識的な未来領土（intended　future　domans）」としてとらえ，組織
目標は組織に対して種々の目標をいだく組織の構成員および非構成員との間
のバーゲニングの過程を通じて，組織的資源に対する十分な統制力を集団的
にもつ諸個人によって決定されるとしている。
　バーナードも組織の環境適応理論を展開しており，かれの協同システムの
概念には環境適応の動態理論が含まれていると考えられる。環境の識別化や
意志決定の原理としての戦略的要因の理論は，組織の環境の動態理論の内容
をなしている。しかし，戦略的要因の理論では，きわめて能動的な行為人格
が意志決定者として，理論の中心におかれている。その行為人格の一定の行
動目的の光をあてなくては，環境は無秩序であり，雑多であり，無意味なも
のである。目的の光をあてられではじめて，環境は整序され，識別化され，
そして目的の達成に関連のある戦略的要因がえらび出される。そこでは，能
動的な意志決定者が，自己の目的に合致するように，環境を変えたり創造し
ていく能動的な過程が認識されている。
　しかし，バーナードにおいては，環境の諸部分が一定の整序性をもち，一
定の客観的な因果法則的な関係をもつものとして認識されず，また意志決定
者の目的や意志決定の過程を環境のもつ法則性が規定するという反面の客観
　　　　　　　　　　　　　くの的な事実が認識されていない。その点において，かれの環境適応理論は一面
的であるとの非難を免れえない。バーナードにおけるこの欠陥は，　「経営者
の意志決定の戦略的要因は，組織それ自体の内部環境であり，組織運営上の
戦略的要因である」という経営者の意志決定職能についてのかれの見解に由
来している。経営者の任務についてのこのような解釈は狭すぎるといえる。
組織は，経済的，技術的，社会的な外部環境から孤立しているものではな
（6）　占部都美，近代管理学の展開，129頁。
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い。経営者は同時にまた，外部環境について「概念的モデル」を設定するこ
とを通じて，戦略的要因を探求しなければならない。バーナードの意志決定
の原理としての戦略的要因の理論は，組織の環境適応の動態的理論の内容を
なすが，これは組織の環境適応の理論にまで内容的に発展されているとはい
　　（7）えない。サイモンにおいては，さらに，外部の環境の変化に対する組織の対
外的適応の部面がバーナードに比べて著しく後退し，それがサイモンの組織
　　　　　　　　　　　　　　　　　　くおう論の一つの基本的な欠陥ともなっている。このような傾向に照してみるとき
Thompsonの組織行動論が組織論においてもつ意義は高く評価されねばなら
ないであろう。
　またThompsonの組織設計論は，組織設計を通じて組織の領土を拡大す
ることによって環境条件を変えていこうとする能動的な適応側面を取り扱っ
ており，組織成長理論を形成するといえる。バーナードにおいても，組織の
成長はとり扱われているが，しかし組織構造論の問題として扱われており，
環境との関連において論じられているものではない。それは組織成長の内部
的考察であり，それゆえに組織の成長法則として生物学的な成長の法則がと
られている。これに対して，Thompsonの組織成長論は対外的考察として特
徴づけることができる。環境における不確実性の源泉の領土内への包摂によ
って組織は成長するという観点がとられている。
（7）　占部都美，前掲書，130頁。
（8）　占部都美，前掲書，27工頁。
一62一
